
 

長崎総合鑑定㈱ 

不動産の時価会計に伴う鑑定評価 
 

近年、わが国では、企業活動のグローバル化に伴い、会計基準においても、国際会計

基準（ＩＦＲＳ）へのコンバージェンス（収れん化）が進められています。 

不動産については、従来、会計上は取得時の価額で計上する取得原価主義が一般的で

したが、それでは資産価値の変化を会計に適切に反映できないという弊害があり、ま

た、国際会計基準では、資産を時価で評価して会計に反映させる時価主義が標準とさ

れていることから、時価評価の適用が拡大されてきました。 

貸借対照表の資産を不動産の時価評価という観点で分類し、会計基準の適用について

整理すると下記のようになります。 

 

（貸借対照表の資産の部） 

金融商品 

棚卸資産 

販売用不動産 

その他(商品・原材料等) 

固定資産 

・有形固定資産 

事業用不動産 

賃貸用不動産 

遊休不動産 

不動産以外の有形固定資産 

・無形固定資産 

・投資その他の資産 

投資用不動産 

その他の資産 

繰延資産 

 

それぞれの会計基準の適用時期は下記のとおりです。 

会計基準 公表時期 強制適用年度の開始日 

固定資産の減損に係る会計基準 平成 14 年 8 月 平成 17 年 4 月 1日 

棚卸資産の評価に関する会計基準 平成 18 年 7 月 平成 20 年 4 月 1日 

賃貸等不動産の時価等の開示に関

する会計基準 

平成 20 年 11 月 平成 22 年 3 月 31 日 

棚卸資産の評価に

関する会計基準 

賃貸等不動産の時

価等の開示に関す

る会計基準 

固定資産の減損に

係る会計基準 
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長崎総合鑑定㈱

平成 21 年 12 月 24 日、国土交通省が発出した「財務諸表のための価格調査の実施に

関する基本的考え方」によると、各会計基準で求める「時価」には、下記のように「原

則的時価」と「みなし時価」の２種類があり、評価方法及び成果品が異なります。 

原則的時価 
評価方法 

・「不動産鑑定評価基準」による方法 

・評価額が大きい等、重要性がある不動産に適用

成 果 品 不動産鑑定評価書 

みなし時価 
評価方法 

・鑑定評価の一手法のみによる方法

・公的評価（地価公示、地価調査、固定資産税評価額

等）による方法

・評価額が小さい等、重要性が乏しい不動産に適用

成 果 品 調査報告書 

これらの会計基準は、現在のところ、上場企業、会社法上の大会社（資本金５億円以

上または負債総額 200 億円以上の会社）等が適用対象となっていますが、日本公認会

計士協会の「中小企業の会計に関する指針」では、望ましい会計処理として推奨され

ており、将来的には中小企業まで適用が拡大される可能性があり、また、時価の評価

方法においても、地方公会計の資産評価と同様に、公的評価による評価額から不動産

鑑定による評価額へとより精緻な評価方法へ移行していくものと思われます。 
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長崎総合鑑定㈱ 

 (1) 減損会計 

平成 14 年 8 月 9 日、金融庁の企業会計審議会が公表した「固定資産の減損に係る

会計基準」により、企業は、土地・建物等の固定資産について、収益性の低下によ

り投資額の回収が見込めなくなった場合に、回収可能性を反映した価額まで貸借対

照表価額を減額する会計処理をすることが義務付けられました。 

固定資産を減損処理するにあたっては、減損会計の手続きの各段階で不動産の時価

評価を必要とする局面が生じます。特に、下記のような不動産を保有する企業にと

っては、株主、金融機関に対する説明責任の観点から公正で説得力のある評価を行

うことが重要であり、不動産の鑑定評価の活用が望まれます。 

 

 

 

 

 

 事業用不動産（ショッピングセンター、ホテル、病院、介護施設、ゴルフ場、

ゲームセンター、ボーリング場、カラオケ店、パチンコ店、風俗営業店など） 

 収益不動産（貸ビル、賃貸マンション、立体駐車場など） 

 大規模画地（工場用地、物流施設用地など） 

 遊休不動産、低・未利用不動産 
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長崎総合鑑定㈱ 

当社は、減損会計の各段階で、下記のような不動産鑑定評価書または調査報告書を

作成し、時価評価の支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

減損会計における不動産の時価評価を必要とする局面と求める時価は下記のとお

りです。 

評価局面 
求める時価 

重要性がある不動産 重要性が乏しい不動産 

減損の兆候把握 原則的時価またはみなし時価 

減損損失の認識の判定 同上 

減損損失の測定 

(将来の正味売却価額) 
同上 

減損損失の測定 

(現在の正味売却価額) 
原則的時価 

原則的時価または 

みなし時価 

 

第１段階 減損の兆候把握 

第２段階 減損損失の認識の判定 

第３段階 減損損失の測定 

第４段階 減損損失の計上 

（減損会計手続き） 

使用価値＝使用価値の現価＋将来の正味
売却価額の現価 

（当社の支援業務） 

市場価格の著しい下落(概ね簿
価の 50％以上の下落)が生じて
いるか否かの判定 

割引前将来キャッシュフローの
総額が帳簿価格を下回るか否か
の判定 

減損損失（回収可能価額と帳簿
価額の差額）の査定 

回収可能価額は次のうち高い方 

現在の正味売却価額＝時価－処分費用見 

込額 

みなし時価 
（調査報告書） 

現在の正味売却価額 
原則的時価：不動産鑑定評価書 

使用価値の現価 

評価方法：企業の実態を考慮した 

    評価（調査報告書） 

将来の正味売却価額の現価 

(下記のいずれか) 

・原則的時価：不動産鑑定評価書 

・みなし時価：調査報告書 

みなし時価 
（調査報告書） 
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長崎総合鑑定㈱ 

(2) 賃貸等不動産の時価等開示 

平成 20 年 11 月 28 日、(公財)財務会計基準機構(一般事業会社、公認会計士、銀行・

証券・保険会社等で構成)の企業会計基準委員会が公表した「賃貸等不動産の時価

等の開示に関する会計基準」により、賃貸等不動産を保有する企業は、財務諸表に

賃貸等不動産の概要、時価等を注記することが義務付けられました。 

当社は、保有する全ての不動産の管理台帳を作成し、その中から賃貸等不動産を抽

出します。さらに、賃貸等不動産の時価等開示手続きの各段階で、下記のような不

動産鑑定評価書または調査報告書、意見書を作成し、時価評価の支援を行います。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全保有不動産 

賃貸等不動産 

賃貸等不動産のリストアップ 

重要性の判断（全資産に占める賃
貸等不動産の総額の大小による）

重要性がある(総額大) 重要性が乏しい(総額小) 

重要性の判断（賃貸等不動産全
体に占める個々の賃貸等不動
産の価額の大小による） 

重要性がある(価額大) 重要性が乏しい(価額小) 

時価の評価 

時価の評価 

時価等の注記 

（賃貸等不動産の時価等開示手続 （当社の支援業務） 

時価等の注記 

全保有不動産の 

管理台帳の作成 

賃貸等不動産の抽出 

みなし時価 
(調査報告書) 

原則的時価 
(不動産鑑定評価書) 

（開示不要）

時価の時点修正 原則的時価 
(意見書) 

みなし時価 
(調査報告書) 

みなし時価 

(意見書) 
時価の時点修正 

みなし時価 
(調査報告書) 
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長崎総合鑑定㈱ 

賃貸等不動産の時価評価を必要とする局面と求める時価は下記のとおりです。 

評価局面 
求める時価 

重要性がある不動産 重要性が乏しい不動産 

重要性の判断 

(賃貸等不動産の総額) 
原則的時価またはみなし時価 

重要性の判断 

(個々の賃貸等不動産の価額) 
同上 

注記する時価 原則的時価 
原則的時価または 

みなし時価 
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長崎総合鑑定㈱ 

(3) 棚卸資産（販売用不動産）の時価評価 

平成 18 年 7 月 5日、(公財)財務会計基準機構の企業会計基準委員会が公表した「棚

卸資産の評価に関する会計基準」により、企業は、棚卸資産について、取得原価を

もって貸借対照表価額とし、期末における正味売却価額（時価）が取得原価よりも

下落している場合には、正味売却価額（時価）をもって貸借対照表価額とすること

が義務付けられました。 

棚卸資産の中の販売用不動産の時価（正味売却価額）評価については、平成 21 年

2 月 17 日に改正された日本公認会計士協会の「販売用不動産等の評価に関する監

査上の取扱い（監査・保証実務委員会報告第 69 号）」において、下記の販売用不動

産の状況に応じた算定式の適用が規定されました。 

 開発を行わない不動産または開発が完了した不動産 

正味売却価額＝販売見込額－販売経費等見込額 

 開発後販売する不動産（開発未着手、開発中等） 

正味売却価額＝完成後販売見込額－（造成・建築工事費の今後発生見込額＋販

売経費等今後発生見込額） 

販売用不動産の時価評価は、重要性がある不動産であるか否かによって求める時価

は下記のとおりです。 

重要性の有無 重要性がある不動産 重要性が乏しい不動産 

販売見込額 原則的時価 
原則的時価または 

みなし時価 
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